
  

 

 

 

 

2019年 4月 1日に「働き方改革関連法」が施行され、中小企業においては 2020年 4月 1日から順次適

用されています。建設業においては一部の働き方改革関連法案の適用について、5年間の猶予期間が設け

られましたが、この背景には従業員の高齢化や、労働人口の減少に伴う人材不足で長時間労働が常態化し

ているといった労働環境問題の課題があげられます。しかし、猶予期間が１年を切った現在でも効果的な

対策をたてられず、苦慮している小規模事業者は非常に多いことが予想されています。 

今回の講習会では、働き方改革関連法の対策の一助となるような内容となっております。経営者に限ら

ず、役員、後継者、人事担当者や従業員なども受講可能です。内容は次のとおりです。 

①建設業をとりまく現状と課題 ②働き方改革関連法について ③2024 年問題に対する具体的な対策 

④働き方改革に取り組んでいる事例 他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（切り取らずにＦＡＸしてください） 

業種別講習会参加申込書 
下記申込書にご記入のうえ電話・ＦＡＸにて、商工会連合会あるいはお近くの商工会へお申し込みください。 

事 業 所 名  

参加者氏名 

  

  

住   所  

電 話 番 号 （       ）   －  

主催 鹿児島県商工会連合会 鹿児島市名山町 9-1 県産業会館 6 階 

                  ＦＡＸ099-224-0924  TEL099-226-3773 

 

姶良市商工会姶良本所    ＦＡＸ0995-65-9864  TEL0995-65-2211 

 

霧島市商工会隼人本所    ＦＡＸ0995-42-2129  TEL0995-42-2128 

 

 

【講師略歴】 
2000年に社会保険労務士を取得し、各種業界の労務管理指導を
経験。現在は、東洋哲学（人間学）を取り入れた人材・組織開
発を得意とし、中堅・小規模企業の人材育成や労務問題の解決
支援に注力している。 


